
大
１ ８ ７ ５ 大　阪　府

Ｔ Ｅ Ｌ   （０７８） ８５６－９１３１
有
有 （１単元1,000株）

親会社等における当社の議決権所有比率

１ ８ ６ ５

１． 平成17年3月期の業績 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
(１)　経営成績　

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
（ ） .
（ ） .

　　（注）　 ①
② 会計処理の方法の変更　　有
③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)　配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
. . .
. . .

(3)  財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
.
.

　　　（注）　 ① 株 株

② 株 株

(4)  キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

２． 平成18年3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
.

. .

　　（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）     

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、
今後さまざまな要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

長 井 栄経 理 部 長

中 間 期
通 期 24,500 

キャッシュ ･フローキャッシュ･フロー

(金額：百万円未満切捨)

7 円 13 銭

6 0 0 6 0 0 55 60 

期 末 残 高

12 10 

投資活動による 財 務 活 動 に よ る

271 △ 671 

経 常 利 益 当 期 純 利 益
中 間

 3 8 

0.7 

0

8,425,194

24,806

835 

現金及び現金同等物

 8 4 

4,489 

36.4 

平成16年3月期

0.7 30.6 

8,417,276 平成16年3月期

47.4 
7,132 44.9 

１株当たり株主資本

847 

期末発行済株式数 平成17年3月期

7,042 

期 末 自 己株 式数 平成17年3月期 32,724

株 主 資 本 株 主 資 本 比 率

平成16年 3月期 14,871 
平成 17 年 3月期 15,867 

総 資 産

平成16年 3月期 6 0 0 0 0 0 6 0 0 50
平成 17 年 3月期 6 0 0 0

（年　間） 配 当 率

0 0 6 0 0 50

中 間

2.4 3.5 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額

－ 19 59 
期中平均株式数 8,421,002株

単元株制度採用の有無平 成 17 年 6 月 30 日

営 業 利 益

当期純利益

経 常 利 益

総 資 本 売 上 高株 主 資 本
経常利益率当期純利益率

平成17年 3月期 1,447 

経常利益率

53.2%

2.1 
△ 15.9 16 49 2.0 1.6 

営 業 活 動 に よ る

配 当 性 向
株 主 資 本

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

平成17年3月期 平成16年3月期

期 末

1.5 

△51.5 238 △32.5 
△26.4 25.0 504 

244 
31.0 491 

△51.6 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

平成17年 3月期
165 

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

138 

売 上 高

配当支払開始予定日

決算取締役会開催日

親 会 社 等 の 名 称
コ ー ド 番 号

定時株主総会開催日 平 成 17 年 6 月 29 日
青木あすなろ建設株式会社ほか１社

平 成 17 年 5 月 12 日

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

平 成 17 年 5 月 12 日 中間配当制度の有無

（ＵＲＬ　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ａｏｋｉｍａｒｉｎｅ.ｃｏ.ｊｐ）

問 合 せ 先
代 表 者 大 迫 義 一代表取締役社長

平成 17 年 3月期　決算短信 (非連結)
青 木 マ リ ー ン 株 式 会 社 上 場 取 引 所

本社所在都道府県

平成17年 3月期 16,063 
平成 16 年 3月期

平成16年 3月期

23,779 

8,428,495株

486 △ 444 平成 16 年 3月期 3,442 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
売 上 高

期 末

0 0 11,800 

1,892 

－1－



事業の系統図は次のとおりであります。

埋

立

工

事

の

施

工

廃

棄

物

海

上

輸

送

等

埋
立
工
事
等
の
施
工
等

 松 建 設 株 式 会 社

親 会 社

　 当社の企業集団は、当社及び親会社2社で構成され、建設事業を主体とした事業活動を展開しております。

当社は、海上埋立工事の請負を主体とした建設事業を営んでおり、親会社である青木あすなろ建設株式会社をは

じめ他の建設事業者等から工事を請負い、これをプッシャーバージシステムを駆使して施工しております。

当 社

青木あすなろ建設株式会社 得 意 先

親 会 社

　１． 企 業 集 団 の 状 況　　
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（１）会社の経営の基本方針

（２）会社の利益配分に関する基本方針

（３）会社の対処すべき課題

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

取締役に支払った報酬 千円

監査役に支払った報酬 千円

監査証明に係る報酬 千円

これに替わる大型海上埋立工事として、新たに羽田空港再拡張工事が発注されましたので、当社は元請建

設業者に対し、創立以来培ってきた技術力とノウハウを駆使した幅広い技術提案を積極的に行い、次なる大型

プロジェクトである当該工事の受注獲得に全社を挙げて取組んでまいります。

会計監査につきましては、あずさ監査法人と監査契約を締結しており、商法及び証券取引法の規定に基づ

き、財務諸表について監査を受けております。当社と同監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はありません。

さらに、業務執行の監視の仕組みとしては、監査役による適法性の監査のほか、内部監査部門を設け社内の

チェック体制を充実し、必要に応じて弁護士意見を聴取する等、企業倫理・法令遵守機能が働くよう努めており

ます。

　 さらに、環境保護の考えは世界共通の認識と捉え、海洋環境関連事業への事業展開も検討してまいります。

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとお

りであります。

　２．　経　　営　　方　　針　

当社は企業経営の基本的な使命を企業価値の継続的な向上と捉え、経営環境の変化に適切かつ迅速に対

応する意思決定を行い、透明性の高い経営を実現していくことを重要な経営課題の一つと位置づけておりま

す。

当社の取締役は６名であり、その内２名は親会社である青木あすなろ建設株式会社の取締役（商法上の社外

取締役）であり、取締役会は、経営の基本方針、その他重要事項の意思決定および業務執行の監督を行って

おります。

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は常勤監査役１名、社外監査役３名の体制で取締役会その

他の重要な会議に出席し、取締役の業務執行全般について厳格な監査を実施しております。

当社が数年にわたって施工に大きく関わってまいりました関西国際空港埋立工事は、いよいよ終盤に差しか

かってまいりました。

当社の経営方針は、プッシャーバージシステム（押船と底開式バージまたは箱型バージを組み合せ、採土積

込から、海上運搬、埋立、揚土等までを一元的に運航管理し、大規模埋立工事を短期間で効率よく低コストで

施工する海送埋立工法）を国内で初めて導入した業界のパイオニアとして、「よりよい仕事を より早く より安く よ

り安全に」をモットーに、常に埋立技術の研鑚と、船舶設備の新鋭化に努め、施工管理に万全の体制で臨み、

さらに、事業者及び元請建設業者に対し、埋立工法全般に亘る技術提案等を行い、業界内における地位を確

固たるものとし、安定的な受注獲得を図っていくことを基本方針としております。

当社は株主の皆様に対し、長期的に安定配当を維持することを経営の重要政策としており、経営環境や業

績動向等を勘案した利益還元を行うとともに、安定的な経営基盤を堅持するため内部留保の充実にも配慮して

いくことを基本方針としております。

役員報酬

26,625

10,830

監査報酬

8,100

－3－



（５）親会社等に関する事項

①親会社等の商号等

（ ）

（注） 親会社等の議決権所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

②親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及びその理由

③親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

④親会社等との取引に関する事項

53.2 株式会社東京証券取引所　市場第一部

株式会社東京証券取引所　市場第一部

青木あすなろ建設株式会社

松建設株式会社

親会社

親会社

　親会社である青木あすなろ建設株式会社との取引は、取引高に重要性がないため記載を省略しております。

　

親 会 社 等 属 性

53.2

当社の親会社は、青木あすなろ建設株式会社及び松建設株式会社であり、松建設株式会社の子会社

である青木あすなろ建設株式会社が当社の株式を4,429千株（議決権比率53.2％）保有しております。

また、親会社の取締役２名が当社の取締役を兼務しておりますが、当社は営業取引以外に親会社との取引は

なく、自社の経営判断に基づき独立性を維持した事業活動を展開しております。

当社の親会社２社は、総合建設業者として土木・建築の請負と不動産事業を主体に営業活動を展開しており

ますが、当社は海上埋立工事の請負を主とした事業活動を行なっております。

株式会社大阪証券取引所　市場第一部

従って、当社は親会社が海上埋立工事を受注した場合はこれを請負って施工しますが、親会社に対する依

存度は僅かなものとなっております。

親会社等が発行する株券が上場されている
証券取引所等

親会社等の議決権
所有割合（％）

53.2

－4－



（１）経営成績

（２）財政状況

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末と比較して10億４千７百万円余増加し、44億８

千９百万円余となりました。

　当期の資産合計は158億６千７百万円余と前期に比べ９億９千６百万円余増加しました。

この結果、受注高は前期に比べ33.0％増の246億８千万円余となりました。主な受注工事は、関西国際空港

２期空港島埋立工事、神戸空港工事（ポートアイランド沖造成工事）であります。

　負債合計は87億３千５百万円余と前期に比べ９億６百万円余増加しました。

当期の営業活動によるキャッシュ･フローは、前期と比べ４億４千５百万円余減少し、14億４千７百万円余の

収入となりました。これは主に、売上債権の回収等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ･フローは、前期と比べ２億１千５百万円余減少し、２億７千１百万円余の収入とな

りました。これは主に、有形固定資産及び投資不動産の売却等によるものであります。

これは、未成工事の増加による未成工事受入金が38億２千３百万円余増加しましたが、一方で工事未払金

が21億６千１百万円余、長期借入金の弁済等により長短借入金が６億１千６百万円余減少したことが主な要

因であります。

　この結果、当期末の株主資本比率は44.9％となりました。

②当期のキャッシュ・フローの状況

財務活動によるキャッシュ･フローは、前期と比べ２億２千６百万円余減少し、６億７千１百万円余の支出とな

りました。これは主に、長期借入金の返済によるものであります。

売上高は、前期に比べ 32.5％減の160億６千３百万円余となりました。主な完成工事は、関西国際空港２期

空港島埋立工事、神戸空港工事（ポートアイランド沖造成工事）であります。

一方、利益面につきましては、経常利益は前期に比べ51.5％減の２億３千８百万円余、当期純利益は前期

に比べ15.9％減の１億３千８百万円余となりました。

これは、未成工事の増加による未成工事支出金が41億５千１百万円余、現預金が10億３千７百万円余それ

ぞれ増加しましたが、一方で売上債権の回収に伴い完成工事未収入金が32億８千２百万円余、有形固定資

産が減価償却等により７億２千３百万円余減少したことが主な要因であります。

建設業界におきましては、企業収益の改善から民間建設投資に国内回帰の兆しが見え始めてまいりました

が、公共投資は一貫して減少基調が続き、経営環境は依然として厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のなか、当社は全社を挙げて受注の強化に取り組み、経営の合理化と施工の効率化を推し

進め、企業業績の向上に努めてまいりました。

①当期の財政状況

　３.　経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

当期におけるわが国経済は、堅調なアジア経済を背景に、設備投資の復調と雇用情勢の改善から個人消

費にも底堅さがみられ、景気は緩やかながら回復の基調が現われてまいりました。

当期の業績全般に関する概況
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当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

株主資本比率（％）

時価ベースの株主資本比率（％）

債務償還年数（年）

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）

（注） 株主資本比率 ： 株主資本／総資産

時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息の支払額

※ 各指標は、いずれも財務諸表等の財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※

（３）次期の見通し

営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子

負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払

いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

0.3 0.0

95.6 694.3

44.9

14.7 19.0

平 成 17 年 ３ 月期平成 16 年 ３ 月期

47.4

次期の見通しにつきましては、施工中の関西国際空港２期工事並びに神戸空港工事が最盛期を過ぎたこと

から先行き厳しさが増してまいりますが、より一層のコスト削減に取り組み、受注高150億円（前期比39.2％

減）、売上高245億円（前期比52.5％増）、経常利益5千５百万円（前期比77.0％減）、当期純利益6千万円（前

期比56.8％減）を予定しております。
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  (1)   比  較  貸  借  対  照  表  

（ ） （ ）

（ ） （ ） ( )

資 産 合 計 14,871,024

そ の 他 投 資 等 48,665

769,762

899

前 期 当 期

△ 10,651

1,322,549

7,943 △ 41,908

△ 215

△ 7,756

△ 715

投 資 そ の 他 の 資 産 1,598,757

235,936投 資 有 価 証 券

383,274 △ 161,118

繰 延 税 金 資 産 △ 103,186666,575

996,85415,867,878

2,626,701

520

1,292,876

61,134

△ 276,207

船 舶 1,623,890 1,002,719

23,189

205,478

11,275

△ 41,282

544,393

△ 12,801

投 資 不 動 産

流 動 資 産 11,234,449

現 金 及 び 預 金 3,452,345

36,449繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金 561,394

49,852

10,494

47,824

完 成 工 事 未 収 入 金

（ 資 産 の 部 ） 14,871,024

受 取 手 形

前 払 費 用

未 成 工 事 支 出 金

科 目

  ４．   財　務　諸　表　等　 

比 較 増 減

（単位：千円）

△ 3,282,032

996,854

1,037,452

1,434,509

工 具 器 具 ･ 備 品

建 物 113,772

2,011,477

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 3,636,574

期 別

△ 500

374,257

2,006,727

4,489,797

平成16年3月31日現在

3,569,829

平成17年3月31日現在 （△は減）

15,867,878

13,241,176

287,527

6,162,496

387,558

61,351

－ 

236,836

35,864

△ 166

△ 621,171

4,151,019

△ 35,870

△ 723,013

△ 52,637

△ 10,494

△ 11,374

△ 173,836

△ 1,009,872

無 形 固 定 資 産 21,927

土 地

そ の 他 流 動 資 産

材 料 貯 蔵 品

1,808,767

354

246,760

30,946

機 械 ・ 運 搬 具

97,222

2,015,890

－7－



（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ) （ ) （ )

14,871,024負 債 資 本 合 計

比 較 増 減

△ 2,123

4,258

88,316

△ 17,987

203,408

△ 2,161,294

△ 10,059

3,823,030

996,85415,867,878

（ 資 本 の 部 ） 7,042,154

資 本 準 備 金 2,724,500

資 本 金 2,949,500

期 別 前 期

36,015

61,910

3,337,078

6,970,981

科 目 平成16年3月31日現在

自 己 株 式 △ 5,569 △ 7,693

任 意 積 立 金

その他有価証券評価差額金 75,197 79,455

252,527 340,843当 期 未 処 分 利 益

1,298,527 1,386,843

2,724,500 2,724,500

501,297

950,000 950,000

7,132,605

利 益 準 備 金 96,000

－ 

船 舶 特 別 修 繕 引 当 金 47,181 51,767 4,586

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

90,451

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 60,036 22,392 △ 37,644

固 定 負 債 857,887 338,658

△ 236,798退 職 給 付 引 当 金 264,498

長 期 借 入 金 249,372 － △ 249,372

設 備 等 支 払 手 形

そ の 他 流 動 負 債 109,148 6,950

10,059 － 

未 払 法 人 税 等

141,227 137,402 △ 3,824未 払 費 用

未 払 金

367,324 － △ 367,324短 期 借 入 金

工 事 未 払 金

1,238,058 1,299,939 61,881支 払 手 形

1,425,632

8,735,272 906,403

当 期

（単位：千円）

（△は減）

△ 102,198

△ 519,229

－ 

2,724,500 － 

－ 

96,000

－ 

88,316

1,175,783

265,318

18,027

2,949,500

未 成 工 事 受 入 金 1,670,160 5,493,190

平成17年3月31日現在

8,396,614流 動 負 債

7,828,869（ 負 債 の 部 ）

－8－



  (2)   比  較  損  益  計  算  書  

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

自

販 売費及び一般管理費

税 引 前 当 期 純 利 益

（単位：千円）

△ 52,954

△ 6,727

49,975

△ 162,428

比 較 増 減

（△は減）

△ 96,741

△ 76,545

29,818 6,154 △ 23,663法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 165,139

117,635

564,160

そ の 他 特 別 損 失

－ 

固 定 資 産 売 却 損

臨 時 償 却 額

467,419

営 業 利 益

10,522

49,975－ 

38,483

前 期

)
自

売 上 高

期 別
科 目

23,779,977 △ 7,716,976

至
平成16年 4月  1日

16,063,000

平成17年 3月31日

当 期

( ()
平成15年 4月  1日

至 平成16年 3月31日

売 上 原 価

1,068,879 711,465 △ 357,414売 上 総 利 益

22,711,097 15,351,535 △ 7,359,561

8,376 △ 2,145営 業 外 収 益

244,045 △ 260,673504,719

受 取 利 息

9,245 5,836 △ 3,408そ の 他 営 業 外 収 益

345 945 599

受 取 配 当 金 931

1,825 1,237

支 払 利 息

23,296 13,704 △ 9,592

11,878 △ 10,829

営 業 外 費 用

22,707

114,588前 期 繰 越 利 益 87,388 201,976

当 期 未 処 分 利 益 252,527 340,843 88,316

16,934

△ 3,019

138,867 △ 26,271

5,565

114,616

48,679

312,592 259,638

55,406

そ の 他 特 別 利 益 11,369

141,289特 別 損 失

162,428

217,834

割 増 退 職 金

特 別 利 益

投 資 不 動 産 売 却 益 21,219

そ の 他 営 業 外 費 用

491,944

前 期 損 益 修 正 益 5,894

経 常 利 益

588

固 定 資 産 売 却 益

－ 

123,726

238,718 △ 253,226

△ 5,894

162,209

厚 生 年 金 基 金 解 散 益

△ 13,441

－ 42,634 42,634

－ 46,000 46,000

－ 91,497 91,497

7,777

1,594 663

－9－



  (3)   キャッシュ・フロー計算書  

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

（単位：千円）

平 成 17 年 3 月 31 日至

前 期

)

当 期

平 成 16 年 4 月 1 日
期 別

(
自 平 成 15 年 4 月 1 日
至

)
自
(

Ⅴ

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額

固 定 資 産 除 却 損

支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 売 却 益
投 資 不 動 産 売 却 損 ・ 益 ( △ ）
売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ） 額
未成工事支出金の減少・増加 (△ ）額
た な 卸 資 産 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ） 額
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額

Ⅵ

平 成 16 年 3 月 31 日

退職給付引当金の増加・減少 (△ ）額
役員退職慰労引当金の増加・減少(△）額
船舶特別修繕引当金の増加・減少(△）額
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

Ⅰ
税 引 前 当 期 純 利 益

科 目

減 価 償 却 費

未成工事受入金の増加・減少 (△ ）額
割 引 手 形 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額
そ の 他
小 計

法 人 税 等 の 支 払 額

Ⅱ
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
定 期 預 金 払 い 戻 し

有 形 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出
投 資 有 価 証 券 売 却 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 売 却 に よ る 収 入

そ の 他

投 資 不 動 産 売 却 に よ る 収 入

Ⅳ

そ の 他

Ⅲ
短 期 借 入 金 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

312,592
845,081
△ 8,552

Ⅶ

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増加・減少(△)額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

利 息 の 支 払 額
配 当 金 の 支 払 額

22,707

55,308
－ 

75,348
△ 19,063
△ 25,939
△ 1,276

△ 21,219
795,351

△ 1,640,688
△ 1,682
316,663
1,658,646
△ 235,700
△ 221,698
1,905,880

△ 13,108
1,892,772

1,276
－ 

△ 27,843
13,000

20,507
479,934

△ 1,016

486,875

△ 8,000

3,442,345

259,638
633,742
215

△ 236,798
△ 37,644
4,586

△ 2,540
11,878

△ 444,199

23,466
△ 13,011
△ 7,777

1,506,896

－ 
1,935,448

△ 364,799
△ 19,802
△ 50,581

84,454

342,708
1,498,953

2,543

168,895

△ 12,707

10,000

2,708,044
△ 4,151,019

35,870
△ 2,099,412

1,859
271,361

△ 40,000

1,047,452
3,442,345

△ 2,084
△ 50,265
△ 2,123
△ 671,170

－ 

4,489,797

△ 576,696

－ 16,315

固 定 資 産 売 却 損 － 3,975

△ 51,692
1,447,260

3,823,030
200,000

－10－



  (4)　 利  益  処  分  案   

150,000－ 

Ⅱ 利 益 処 分 額

株 主 配 当 金

（１株につき６円）

Ⅲ 201,976次 期 繰 越 利 益 140,339

50,551

別 途 積 立 金

200,503

50,551 50,503

計

（単位：千円）

)

340,843

至 平 成 17 年 3 月 31 日

Ⅰ 252,527当 期 未 処 分 利 益

) (
自 平 成 16 年 4 月 1 日

科 目 (
自 平 成 15 年 4 月 1 日

期 別
前 期

至 平 成 16 年 3 月 31 日

当 期

－11－



財務諸表作成の基本となる重要な事項

有価証券 有価証券
その他有価証券 その他有価証券
時価のあるもの 同　左

時価のないもの

たな卸資産 たな卸資産

同　左

材料貯蔵品 材料貯蔵品
同　左

有形固定資産 有形固定資産
船舶 船舶

その他 その他
同　左

無形固定資産 無形固定資産
営業権 営業権

同　左

ソフトウェア ソフトウェア
同　左

未成工事支出金
個別法による原価法によってお
ります。

未成工事支出金

定額法（５年均等償却）によって
おります。

総平均法による原価法によって
おります。

なお、耐用年数及び残存価額
については法人税法に規定す
る方法と同一の基準によってお
ります。

２ 固定資産の減価償却の方法

特定の大型プロジェクト用に建
造した船舶については、当該プ
ロジェクトの見積総施工高を基
準とし、各期の施工実績に応じ
て償却する方法によっておりま
す。
その他の船舶については、定額
法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によって
おります。

定率法（ ただし、平成10年4月1
日以降の新規取得建物（建物
附属設備を除く）については定
額法）によっております。

特定の大型プロジェクト用に建
造した船舶については、当該プ
ロジェクトの見積総施工高を基
準とし、各期の施工実績に応じ
て償却する方法によっておりま
す。
なお、関西国際空港２期工事等
の大型プロジェクトが終盤を迎
え、各プロジェクトに係る見積総
施工高の見直しを行った結果、
一部の大型プロジェクト用船舶
について臨時償却を行い、「臨
時償却額」を特別損失に計上し
ております。
その他の船舶については、定額
法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によって
おります。

自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

１

至 至

資産の評価基準及び評価方
法

)
項 目

(
自

決算期末日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）に
よっております。

移動平均法による原価法によっ
ております。

(
自

)

当 期
平 成 15 年 4 月 1 日
平 成 16 年 3 月 31 日 平 成 17 年 3 月 31 日

平 成 16 年 4 月 1 日
前 期

（単位：千円）
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貸倒引当金 貸倒引当金
同　左

退職給付引当金 退職給付引当金
同　左

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金

船舶特別修繕引当金 船舶特別修繕引当金
同　左

売上高の計上方法

同　左

同　左キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資から
なっております。

引当金の計上基準

工事進行基準によった完成工事高
は12,937,905千円、完成工事原価
は11,676,095千円であります。

役員の退任により支払う退任慰労
金の支払いに充てるため、「役員
退任慰労金規程」に基づく期末要
支払額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、
当期末における、簡便法により計
算した退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当期末に
おいて発生していると認められる
額を計上しております。

売上債権、貸付金等の貸倒による
損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

至

当 期

至

完成工事高の計上は、原則として工
事完成基準によっておりますが、長
期大型工事（工事期間が12ヶ月以
上にわたり、かつ請負契約額が５億
円以上）については工事進行基準
によっております。

なお、平成17年３月31日付けを
もって役員退任慰労金制度を廃
止いたしましたので、引当金計上
額は制度廃止日に在任している
役員に対する支給見込額でありま
す。

６

リース取引の処理方法

項 目

３

(
自 平 成 15 年 4 月 1 日

５ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

平 成 16 年 3 月 31 日

４

船舶の定期修繕に要する費用に
充てるため、最近の支出実績に基
づく定期修繕見積額を計上してお
ります。

完成工事高の計上は、原則として工
事完成基準によっておりますが、長
期大型工事（工事期間が12ヶ月以
上にわたり、かつ請負契約額が５億
円以上）については工事進行基準
によっております。

() )

前 期

役員の退任により支払う退任慰労
金の支払いに充てるため、「役員
退任慰労金規程」に基づく期末要
支払額を計上しております。

平 成 17 年 3 月 31 日
自 平 成 16 年 4 月 1 日

－13－



消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

至 平 成 17 年 3 月 31 日
(
自

その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

至 平 成 16 年 3 月 31 日
平 成 15 年 4 月 1 日自

平 成 16 年 3 月 31 日
自 平 成 16 年 4 月 1 日

平 成 16 年 4 月 1 日

至至

７

前 期

（
自 平 成 15 年 4 月 1 日

）

－
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に
係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基
準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月31日
に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できること
になったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指
針を適用しております。これによる減損損失の発生はあり
ません。

項 目
前 期 当 期

(

同左消費税及び地方消費税の会計処
理は、税抜方式を採用しておりま
す。

) )

当 期

）
平 成 17 年 3 月 31 日

（

－14－



（貸借対照表関係）

（ ） （ ）

（損益計算書関係）

研究開発費の総額

（キャッシュ・フロー計算書関係）

平 成 17 年 3 月 31 日

－

27,113 千円

（

千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲載されている科目の金額との関係

平 成 16 年 4 月 1 日
）

調 査 研 究 費

従 業 員 給 料 手 当
退職給付引当金繰入額

至平 成 16 年 3 月 31 日
）

前 期

56,418

当 期
自

千円 32,207 千円

13,205

千円4,489,797現金及び現金同等物

（平成 16年 3月31日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲載されている科目の金額との関係

（
自 平 成 15 年 4 月 1 日

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金

△ 10,000

現金預金勘定

至

３

２

工事進行基準による完成工
事高

販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額

１

前 期
項 目

3,452,345

現金及び現金同等物 3,442,345 千円

千円

千円 現金預金勘定
（平成 17年 3月31日現在）

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金

－

4,489,797

千円

千円

千円

千円
千円

千円210,287 212,617
千円 10,59031,000

項 目
前 期

12,937,905

（
自 平成 15 年 4 月 1日
至 平成 16 年 3 月 31 日

千円

）

千円

（

9,512,310

自 平成 16 年 4 月 1日
当 期

）
平成 17 年 3 月 31 日

注記事項

990,900

－

４ 配当制限

長 期 借 入 金 249,372

有形固定資産の減価償却累
計額

4,502,020

平成 17年 3月 31 日現在
当 期

79,455 千円

１

３

計 1,262,593

担保付債務
短 期 借 入 金 327,324

受取手形割引高

千円
－

－

200,000

－

－

受取手形裏書譲渡高 979,650 千円

２ 担保資産及び担保付債務
担保資産
定 期 預 金
船 舶 1,158,593

千円

商法施行規則第124条第３号
に規定する時価を付したこと
により増加した純資産額

千円75,197

千円
千円

千円

千円
千円

平成 16年 3月 31 日現在

4,462,190 千円千円

千円

千円計 576,696 千円 －

至

千円

千円
千円

104,000 千円
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（リース取引関係）

当社は、「ＥＤＩＮＥＴ」による開示を行うためリース取引関係の記載を省略しております。

（有価証券関係）

前期末（平成16年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券

（単位：千円）

その他有価証券

当期末（平成17年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券

（単位：千円）

その他有価証券

（デリバティブ取引関係）

当社は、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

１

133,966   株式 225,936   

95,273   129,762   

貸借対照表計上額 差 額

差 額

貸借対照表計上額

10,900   

取 得 原 価

１

２

貸借対照表計上額

91,969   

内 容

非上場株式（店頭売買株式を除く）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

種 類

種 類

貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く）

２

株式 225,036   

10,900   

取 得 原 価

内容

－16－



（退職給付関係）

退職給付制度の概要 退職給付制度の概要

退職給付債務に関する事項 退職給付債務に関する事項

退職給付費用に関する事項 退職給付費用に関する事項

千円  

千円  

千円  

平 成 15 年 4 月 1 日

至

退 職 給 付 費 用 計

年 金 資 産 残 高

退 職 給 付 引 当 金

退 職 給 付 債 務

自 自

至
（

当 期

千円  

３．

67,507退 職 給 付 費 用 計

勤 務 費 用

160,026

なお、当社が加入していた青木建設厚生年金基

金は、平成16年４月27日付で厚生労働省から解散

認可を受け、これにより厚生年金基金解散益

91,497千円を当期の特別利益に計上しておりま

す。

千円  △ 264,498

平 成 17 年 3 月 31 日

退職金規定に基づく社内積立の一時金制度の

ほか、船員については適格退職年金制度に加入し

ております。

△ 424,524

２．

千円  退 職 給 付 債 務

平 成 16 年 4 月 1 日
）

67,507

３．

△ 501,297退 職 給 付 引 当 金

前 期

）
平 成 16 年 3 月 31 日

632,899 千円  

千円  

なお、当社が加入している青木建設厚生年金基

金は平成16年３月31日付で同基金の解散認可申

請を厚生労働省に提出し、平成16年４月27日付で

解散認可を受けました。これにより、約65百万円程

度の特別利益の計上が見込まれます。

２．

（

１． １．

年 金 資 産 残 高

退職金規定に基づく社内積立の一時金制度の

ほか、陸員については青木建設厚生年金基金、船

員については適格退職年金制度に加入しておりま

す。

△ 1,134,196

千円  

勤 務 費 用 千円  

97,968

97,968

－17－



（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％

％

％

千円  703,024繰 延 税 金 資 産 の 純 額

繰 延 税 金 負 債 計 千円  

千円  

評 価 性 引 当 金投 資 有 価 証 券 評 価 損

757,535

△ 54,511

前 期

船舶特別修繕引当金限度超過額

千円  

繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 資 産 合 計

千円  

千円  

繰 延 税 金 資 産 合 計

繰 延 税 金 負 債

872,151

そ の 他 △ 3.8

千円  

千円  

430,398 千円  

当 期

千円  

）
至 平 成 17 年 3 月 31 日

（

99,555

そ の 他 千円  

評 価 性 引 当 金

1,589,008

14,815

繰 延 税 金 資 産 小 計

千円  

千円  

△ 716,856

千円  

税 務 上 繰 越 欠 損 金

千円  そ の 他

千円  材 料 貯 蔵 品 評 価 損 20,641

541,519

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損

販 売 用 不 動 産 評 価 損

53,559

賞与引当金（未払賞与）繰入額

退職給付引当金限度超過額

船舶減価償却費限度超過額

2,924

24,428役員退職慰労引当金繰入額

476,503

法 定 実効税率 42.1

留 保 金 課 税

税務上の繰越欠損金の利用

評 価 性 引 当 金 △ 7.4

0.9

3.8

その他有価証券評価差額金 △ 54,565

繰 延 税 金 負 債 計 △ 54,565

817,586繰 延 税 金 資 産 の 純 額

２． ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

2.4

千円  

評 価 性 引 当 金 △ 0.7

法 定 実効税率

（　調　整　）

永久に損金に算入されない項目

1,472,698 千円  繰 延 税 金 資 産 小 計

千円  その他有価証券評価差額金

△ 715,162

千円  

△ 54,511

税 務 上 繰 越 欠 損 金

投 資 有 価 証 券 評 価 損

船舶減価償却費限度超過額

販 売 用 不 動 産 評 価 損

51,759

35,662 千円  

187,838 千円  

退職給付引当金限度超過額

4,799 千円  

555,908

１． １．

）
自 平 成 15 年 4 月 1 日

至 平 成 16 年 3 月 31 日
（

繰 延 税 金 資 産

自

繰 延 税 金 資 産

平 成 16 年 4 月 1 日

千円  

226,314 千円  

257,958

千円  

千円  千円  

77,118 千円  

40.7

46.59.0

2.6住 民 税 均 等 割 等

税効果会計適用後の法人税等の負担率

4.1永久に損金に算入されない項目

（　調　整　）

住 民 税 均 等 割 等

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.2

－18－



　 （関連当事者との取引に関する注記）

親会社及び法人主要株主等　

該当事項はありません。

取引高に重要性がないため記載を省略しております。

）
至

前期

平成 17年 3月31日
当期 （

自 平成 16年 4月 1日

平成 16年 3月31日至
）

平成 15年 4月 1日
（
自

－19－



期　　別

 項　　　目

12,387,926 100    

次
期
繰
越
高

建 設 事 業

16,063,000

3,770,557 100    

100    

売

上

高

建 設 事 業 23,779,977 100    

24,680,369 100    ％

金 額 構 成 比

受

注

高

建 設 事 業

自
至

（ ）（
自
至

平 成 16 年 4 月 1 日

平 成 17 年 3 月 31 日

当 期

  (5)　 受 注 高 ・ 売 上 高 ・ 次 期 繰 越 高 

（単位：千円）

前 期

100    

平 成 15 年 4 月 1 日

金 額 構 成 比

％

）
平 成 16 年 3 月 31 日

18,555,263

－20－



２.

（１）　

（注） 新任取締役候補者のうち、市木良次、上野康信の両氏は「商法第188条第2項第7号

の2」に定める社外取締役の要件を満たしております。

（２）　

（３）　

（４）　

（注） 新任監査役候補者のうち、松原和雄氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律第18条第1項」に定める社外監査役の要件を満たしております。

（５）　

（株式会社青木建設大阪本店事務部長）

退任予定監査役

非常勤監査役

叶 勲

吉 田 豊

常 勤 監 査 役

非常勤監査役

昇格予定取締役

山﨑正一 （常務取締役　営業・技術担当）専 務 取 締 役

新任監査役候補者

並河一夫 （取締役営業部長）常 勤 監 査 役

松原和雄

並河一夫 （常勤監査役に就任予定）

取 締 役

取 締 役

（株式会社青木建設取締役大阪本店長）

退任予定取締役

取 締 役

原田國雄 （顧問に就任予定）

上 野康信

市木良次 （株式会社青木建設代表取締役社長）取 締 役

取 締 役 西村生久

新任取締役候補者

(6)   役     員     の     異     動  

（工務部長）

本日現在未定でありますので、決定次第、公表いたします。

その他役員の異動
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